
別紙６ 
 

番     号 
年  月  日 

 
 
都道府県知事  殿 

 
 

補助事業者名     印 
 
 

平成  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 
 
 
 平成  年  月  日第   号で交付決定を受けた○○○補助金について、交

付決定通知により付された条件に基づき、下記のとおり報告する。 
 

記 
 
 １ 事業区分及び施設の名称 
 
 ２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）

第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額 
金        円 

 ３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（要返納相当額） 
                          金        円 

 ４ 添付書類 
   ３の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等 



別紙７

平成    年度　　厚生労働省所管 （都道府県名）

歳 出 予 算 科 目 交付決定 備　考

の　　額 科　目 予算現額 収入済額 科　目 うち交付金 うち交付金 うち交付金

相　当　額 相　当　額 相　当　額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

（項）

　（目）

（作成要領）

　１　「国」の「交付決定の額」は、交付決定通知書の交付決定の額を記入すること。

　２　「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記入すること。なお、歳出については、前記１の額に対応する経費の配分が、目の内

　　訳に係るときは、当該経費の配分の目の内訳として記入すること。

　３　「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区分を明らかにすること。

　４　「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。

　５　補助事業等の地方公共団体の歳出予算額の繰越が行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る交付金についての調書の作成は、本表に準じること。この場合において地方公共団体

　　の歳入の科目に「前年度繰越額」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入済額」の数字下欄に交付金額を内書（　　）をもって附記すること。

予算現額 支出済額 翌年度繰越額

地域自主戦略交付金（医療提供体制施設整備に関する事業）調書

国 地　方　公　共　団　体

歳　　入 歳　　　　出


